
長崎市挑戦型共同研究開発支援補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、新製品又は新技術の開発を促進し、新規事業分野への進出を支

援するため、本市の地場企業等（個人を含む。）に対し、予算の定める範囲内にお

いて、長崎市挑戦型共同研究開発支援補助金（以下「補助金」という。）を交付す

ることについて、長崎市補助金等交付規則（昭和６３年長崎市規則第２１号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「共同研究」とは、次条に規定する補助金の交付対象者と

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する大学又は高等専門学校（以

下「大学等」という。）とが共同で行う新製品又は新技術の開発研究であって、新

製品の販売又は新技術の実用化の可能性があるものをいう。 

（補助金の交付対象者） 

第３条 補助金の交付の対象者は、共同研究を行い、又は行おうとする者で次に掲げ

る要件を満たすものとする。 

⑴ 市内に、事務所若しくは事業所を有する法人又は住所を有する個人 

⑵ 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）が、国、県、

市等が行う類似の補助制度の適用を受けていないこと。 

（補助対象事業等） 

第４条 補助対象事業は、新製品又は新技術の開発を目的とした共同研究事業とし、

補助対象経費（消費税及び地方消費税に相当する額を除く）、補助率、補助限度額、

補助期間は、別表に掲げるとおりとする。  

（交付の申請） 

第５条 規則第３条第１項に規定する市長が定める期日は、補助金の交付の申請をす

る日の属する年度の２月末日とする。 

２ 規則第３条第１項第１号及び第２号の書類は、補助事業（収支）計画書（第１号

様式）とする。 

３ 規則第３条第１項第５号の市長が必要と認める書類は、登記事項証明書（個人に

あっては、住民票）とする。  



４ 補助対象事業のうち、複数年度にわたる共同研究事業については、毎年度、補助

金の交付の申請を行うものとする。 

（交付の決定） 

第６条 規則第４条第１項の規定による補助金の交付の決定は、長崎市附属機関に関

する条例（昭和２８年長崎市条例第４２号）に規定する長崎市産業技術審査会の審

査を経て、これを行うものとする。 

（補助の条件） 

第７条 規則第５条第１項第４号の市長が必要と認める事項は、次に掲げるとおりと

する。 

⑴ 補助事業に係る収支を明らかにした帳簿及び関係書類を備え、当該補助事業を

行った年度の翌年度から５年間保存すること。 

⑵ 補助事業を支援するための助言又は指導に従うこと。 

（申請の取下げ） 

第８条 規則第７条第１項に規定する別に定める期日は、規則第６条第１項の規定に

よる通知を受領した日から起算して１月を経過した日とする。 

（実績報告） 

第９条 規則第１２条に規定する期日は、補助事業を行った年度の翌年度の４月１０

日とする。 

２ 規則第１２条第１号に規定する収支決算書は、補助事業実施明細書（第２号様式）

によるものとする。 

３ 規則第１２条第２号のその他市長が必要と認める書類は、次に掲げるものとする。 

(1) 共同研究に関する契約書等の写し 

(2) 補助事業の実施を証する写真等 

(3) 補助対象事業経費の支出を明らかにする書類 

（補助金の交付） 

第１０条 補助金の交付は、規則第１５条第１項ただし書の規定により概算払をする

ことができる。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２６年８月５日から施行する。 

附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。 



別表（第４条関係） 

補助対象経費 補助率 補助限度額 補助期間 

共同研究に係る経費 

（旅費、通信運搬費、

消耗品費、工具器具

費、機器借上費等、

大学等と共同して研

究を実施するために

支出する経費） 
２分の１（１，００

０円未満の端数は切

捨て） 

１年につき２，０００千円

（交付対象者が創業５年

以内の場合は１，０００千

円とし、補助対象経費が１

００千円未満の場合は補

助対象としない。） 

最長３年  

（交付対象者

が創業５年以

内の場合は１

年） 

外部委託に係る経費 

（共同研究に必要な

製品の加工、分析試

験等の請負業務を第

三者に実施させるた

めの経費） 

特許取得に係る経費 

（出願料、出願審査

請求手数料、特許料） 

 


